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        令和２年４月から７月

までの間に新型コロナウ

イルス感染症の影響によ

り休業した方で、休業に 

より報酬が著しく下がった方については、

通常の随時改定によらず、特例により翌

月から標準報酬月額を改定することがで

きます。今回、新たに特例が設けられた

のは、次の①と②に該当する方です。 

①令和２年８月から１２月までの間に新たに

休業により報酬が著しく下がった方の特例 

次のアからウのすべてに該当する方は、

急減月の翌月を改定月として標準報酬月

額を改定できます。（３か月を待たずに月

額変更を行うことができます。） 
ア、新型コロナウイルス感染症による休業が

あったことにより、令和２年８月から１２

月までの間に、報酬が著しく下がった月が

生じている。 

イ、著しく報酬が下がった月に支払われた報

酬の総額（１か月分）が、既に設定されてい

る標準報酬月額に比べて２等級以上下がっ

ている。（固定的賃金の変動がない場合も対

象となります。） 

ウ、改定内容について被保険者本人が書面に

より同意している。 

②令和２年４月または５月に休業により著しく報

酬が下がり特例改定を受けている方の特例 

次のアからウのすべてに該当する方は、

８月の報酬をもとに標準報酬月額を決め

ることができます。 
 ア、新型コロナウイルス感染症による休業があ

ったことにより、令和２年４月または５月に

報酬が著しく下がり、５月または６月に特例

改定を受けている。 

 イ、８月に支払われた報酬の総額（１か月分）

が、９月の定時決定で決定された標準報酬月

額に比べて２等級以上下がっている。 

 ウ、改定内容について被保険者本人が書面によ

り同意している。 

新型コロナウイル

ス感染症関係の助成

金等は、令和 2年 9月

30 日を期限とするも 

のが多くありましたが、以下の助成金に

ついては、12 月 31 日まで延長される

ことになりました。 

【雇用調整助成金】 

緊急対応期間が令和 2 年 12 月 31 日ま

で延長されます。特例措置の内容や、助

成率等については、これまでの特例措置

と同様の取扱いとなりますが、対象期間

の末日の翌日から 2 か月以内に申請が必

要です。 

令和3年1月以降も特例措置は継続され

る見込みですが、仮に特例措置が終了し

た場合､通常の雇用調整助成金での申請

となります。通常の雇用調整助成金では、

休業の計画を事前に労働局へ提出するこ

とが求められるほか、要件も厳しく審査

され、休業等の実態について労働局が事

業所へ調査に来る場合があります。来年

以降の雇用調整助成金については、詳細

がわかり次第お知らせします。 

【小学校休業等対応助成金】 

対象となる期間が令和 2 年 12 月 31 日

までに延長されます。 

【母性健康管理措置による休暇取得支援助成金】 

対象となる有給の休暇制度を事業主が整

備し、労働者に周知する期限について、

令和2年12月31日まで延長されます。 
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女性活躍推進法が改正

され、常時雇用する労働者

数が 301 人以上の事業主

について、一般事業主行動

計画の策定内容や情報公 

表が変更されました。 

改正前 改正後 
以下、（1）～（4）
の取組が義務とな
っています。 
 
（1）自社の女性の
活躍に関する状況
把握、課題分析 

（2）1 つ以上の数
値目標を定めた行
動計画の策定、社内
周知、公表 

（3）行動計画を策
定した旨の都道府
県労働局への届出 

（4）女性の活躍に
関する 1 項目以上
の情報公表 

左記（2）の行動計画策定に
ついて 
①「女性労働者に対する職
業生活に関する機会の提
供」と②「職業生活と家庭生
活との両立に資する雇用環
境の整備」の区分ごとに 1
項目以上（計 2 項目以上）
を選択し、それぞれ関連す
る数値目標を定めた行動計
画を策定する必要がありま
す。（義務） 
【令和 2 年 4 月 1 日施行】 

左記（4）の情報公表につい
て 
①「女性労働者に対する職
業生活に関する機会の提
供」と②「職業生活と家庭生
活との両立に資する雇用環
境の整備」の区分ごとに 1
項目以上を選択して、2 項
目以上情報公表する必要が
あります。（義務） 
【令和 2 年 6 月 1 日施行】 

（2）の行動計画の策定について、①の

区分では「採用した労働者に占める女性

労働者の割合」や「管理職に占める女性

労働者の割合」など、②の区分では「労働

者の各月ごとの平均残業時間数等の労働

時間の状況」や「有給休暇取得率」などに

ついて、数値目標を定めます。 

（4）の情報公表では、①の区分では「労

働者に占める女性労働者の割合や役員に

占める女性の割合」など、②の区分では

「男女別の育児休業取得率や男女の平均

継続勤務年数の差異」など、女性活躍に

関する情報を公表します。 

また、令和 4 年 4 月 1 日からは常時

雇用する労働者数 101 人以上の事業主

についても上記行動計画の策定・届出及

び情報公表が義務化されます。義務化ま

で時間がありますので、自社の女性活躍

に関する状況を把握し、課題を分析する

など、行動計画の策定に向けた準備に取

り組みましょう。 

         令和2年9月30日ま

でに正当な理由がない

自己都合により退職さ

れた方は、給付制限期間 

が 3 か月でしたが、令和 2 年 10 月 1 日

以降に離職された方については、正当な

理由がない自己都合により退職した場合

であっても、5 年間のうち 2 回までは給

付制限期間が 2か月に短縮されています。

3 回目の離職以降は、その離職から遡っ

て5年間に2回以上の自己都合による離

職がある場合には、給付制限期間が 3 か

月となります。 

 退職された方の給付に関することなの

で離職票の作成等に変更はありませんが、

退職された方を健康保険上の被扶養者に

追加する際には、基本手当が給付される

までの期間が 2か月となる場合があるの

で、注意が必要です。 

Q&A なぜなにどうして？ 
Q; 在宅勤務をしている従業員
から、在宅勤務中に資料を取る
ために立ち上がった際に転倒
し、手首を骨折したと連絡があ

りました。自宅でのケガですが、労災に
なるのでしょうか？ 

A: 在宅勤務であっても、労働契約に基づ

き事業主の支配下にあることによって生

じた災害は、業務上の災害として労災保

険給付の対象となり得ます。ただし、業

務中であっても、私的行為が原因である

ものについては、業務上の災害とは認め

られません。 

今回の件については、自宅でのケガで

はありますが、事業主の支配下にある在

宅勤務中のケガとして、労災を申請する

ことは可能です。労災として認められる

か否かについては労働基準監督署が判断

しますが、「自宅で所定労働時間中に PC

業務を行っていたが、トイレに行くため

に作業場所を離席した後、作業場所に戻

り椅子に座ろうとして転倒」した事案が、

過去に労災として認定されています。 

女性活躍

推進法の

改正につ

いて 

給付制限期
間の短縮に
ついて 
（雇用保険） 


